
 

市営住宅（宇久町）有効活用構想に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域再生計画における「公営住宅における目的外使用承

認の柔軟化」を利用することにより、就労のため宇久町の区域外から宇久町

の区域に転入する者に対し、公営住宅の利用を承認する際に必要な事項を定

めるものとする。 

 （対象住宅等） 

第２条 この要綱を適用する市営住宅（以下「対象住宅」という。）は、佐世保

市営住宅条例（平成９年条例第５１号。以下「条例」という。）中別表第１

に定める公営住宅のうち、編入日前の宇久町の区域（以下「宇久町の区域」

という。）に存する公営住宅であって、佐世保市営住宅入居事務取扱要綱（平

成１８年４月１日施行）第７条に規定する募集を行ったとき、入居の申込み

がなかった住宅とする。 

 （使用者の要件等） 

第３条 対象住宅を使用しようとする者は、次の各号に掲げる全ての要件を満

たさなければならない。 

⑴ 宇久町の区域以外に住所を有する又は有していた者であって、就労のた

め宇久町の区域に居住する者。 

⑵ 市町村税を滞納していない者。 

⑶ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でな

い者。 

２ 市長は、前項の要件を満たす者について、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２３８条の４第７項に規定する行政財産目的外使用許可に基づき、

対象住宅の入居を承認することができる。 

 （入居手続き） 

第４条 対象住宅の使用を希望する者は、次の各号に掲げる書類を提出しなけ

ればならない。 

⑴   行政財産目的外使用許可申請書 

⑵   市営住宅入居申込書（様式１） 



⑶  誓約書（様式２） 

⑷   住民票の写し 

⑸   市町村税に滞納のない証明書 

（使用の許可） 

第５条 市長は、対象住宅の使用を許可したときは、申込者に対し、行政財産

目的外使用許可にかかる指令書及び市営住宅入居決定通知書（様式３）を交

付する。 

（許可期間） 

第６条 前条の規定に基づき、対象住宅の使用許可を受けた者（以下「使用者」

という。）が入居できる期間は使用開始日の属する年度の末日までとする。 

（募集方法） 

第７条 本要綱の規定に基づく対象住宅の入居者について、随時に募集（以下

「随時募集」という。）するものとする。 

２ 前項に規定する募集の受付は、住宅課及び宇久行政センターで行うものと

する。 

（戸数の上限） 

第８条 この要綱の規定に基づき使用を承認する対象戸数は前条で随時募集と

なった住宅のうち８戸を超えない範囲とする。 

２ 前条第１項の規定にかかわらず、随時募集前にこの要綱に基づく目的外使

用承認戸数が８戸に達したときは、募集を行わないものとする。 

（入居者の決定） 

第９条 随時募集による入居者の決定は先着順とする。ただし、同日に同一住

宅に複数申込みがあった場合においては、後日、抽選により入居者の決定を

行う。 

（住宅使用料） 

第１０条 対象住宅の月額使用料は、７９，０００円に公営住宅法施行令（昭

和２６年政令第２４０号。以下、「施行令」という。）第２条第１項第１号か

ら第３号までの規定及び佐世保市営住宅の利便性に関する要綱（平成１８年

４月１日施行）において定める各値を乗じて得た額とする。 

２ 前項の規定に従い月額使用料を算定した際に、１００円未満の端数がある

とき、又はその全額が百円未満であるときは、施行令第１６条の規定に基づ

き、その端数金額又はその全額を切り捨てる。 



３ 前２項の規定に基づき算定した額が施行令第３条及び第１６条の規定に基

づき算定した近傍同種の住宅の家賃の額を超える場合にあっては、対象住宅

の月額使用料を近傍同種の住宅の家賃の額とする。 

 （使用料の納付） 

第１１条 使用者は、毎月末（月の途中で明け渡した場合は明け渡した日）ま

でに、その月分を納付しなければならない。 

２ 使用者が新たに対象住宅に入居した場合又は対象住宅を明け渡した場合に

おいて、その月の使用期間が１月に満たないときは、その月の使用料は日割

り計算による。 

 （許可の更新） 

第１２条 使用者が入居の期間の延長を申し出るときは、次に掲げる書類を提

出しなければならない。 

⑴ 行政財産目的外使用許可申請書 

⑵ 市営住宅入居申込書（様式１） 

⑶ 延長願（誓約書）（様式４） 

２ 市長は、対象住宅のストックの状況等を勘案した上で、対象住宅の本来の

入居対象者の入居を阻害せず、対象住宅の適正かつ合理的な管理に支障のな

い範囲内で、目的外使用を行う期間を更新することができる。 

３ 市長は、使用者が病気等特別な事情により期間の延長が必要であると認め

るときには、前項の規定にかかわらず期間の延長を認めることができる。 

（使用者の義務） 

第１３条 入居に係る使用者の義務については、条例第２８条から第３５条ま

での規定を準用する。 

（明渡事由） 

第１４条 市長は、使用者が次の各号のいずれかに該当する場合、使用の許可

を取り消し、当該使用者に住宅の明渡しを求めることができる。 

⑴ 不正の行為によって入居したとき。 

⑵ 使用料を一月以上滞納したとき。 

⑶ 市長に届けることなく１５日以上対象住宅を使用しないとき。 

⑷ 対象住宅又は共同施設を故意に毀損したとき。 

⑸ 前条の規定に違反したとき。 

⑹ 対象住宅の本来の入居対象者が入居を希望したとき。 



２ 前項の規定により対象住宅の明渡しの請求を受けた使用者は、速やかに対

象住宅を明け渡さなければならない。 

（使用終了） 

第１５条 使用者は、住宅の使用を終了するときには、終了する日の１０日前

までに退去届（様式５）を提出しなければならない。 

附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


